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１． はじめに 

自然災害による死者は昭和 20～30 年代前半には

多くの国民の人命が失われる大規模風水害が頻発

し，昭和 34 年に発生した伊勢湾台風は死者・行方

不明者が 5,000 人を超す大災害となった．その後，

我が国の風水害対策は，治山・治水・海岸事業等

の国土保全事業の積極的推進，災害対策基本法の

制定等の防災関連制度の整備等による防災体制の

充実，気象観測施設・設備の整備の充実，予報技

術の向上，災害情報伝達手段の発展及び普及等に

より，伊勢湾台風以降死者・行方不明者は著しく

減少した． 

しかし，平成 21 年 7 月 21 日豪雨により，山口県

防府市では死者 14 名の被害を受け 1)，平成 21 年 8

月 9日台風 9号発生により，兵庫県佐用郡佐用町で

は，死者 18 名（平成 22 年 1 月 21 日現在）の被害

を受けた 2)．平成 26年 8月豪雨（台風 12号，11号）

では広島県広島市と兵庫県丹波市で大規模な土砂

災害が発生し，京都府福知山市では大規模な洪水

被害が発生した．近年，我々が経験していなかっ

た短時間に局地的に発生する集中豪雨や局地的大

雨（以下，局所的豪雨）が頻発している． 

図 1には，災害の規模と風水害対策の関係性を示

す．我が国の風水害対策では，一級河川を中心とし

た洪水対策は総合治水管理を強化することによっ

て被害抑止力を高めてきた．しかし，気候の極端化

によって新しい災害の可能性が生まれている．その

多くは局所的豪雨であり，こうした新しい風水害対

策は十分になされていない． 
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従来型の公的機関を中心とした被害抑止対策に

依存した風水害対策では不十分であり，被害軽減

力向上も含めた総合的な取り組みが必要不可欠と

なってきている． 

 一方，公的機関を中心とした防災情報提供では，

移動する車両や人々に対する防災関連情報は従来

のマスメディアによる情報提供が主であり，「今，

そこで」必要な情報を提供するメディア，仕組みは

存在しない．  

 本研究は，喫緊の課題である局所的豪雨ハザード

を対象とし，全国的にきめの細かい防災情報提供と

災害発生後の被害情報，対応状況等の俯瞰情報の提

供を行うための防災情報提供メディアとそのサー

ビス（狭域防災情報サービス）の枠組みを提言する

ものである．  

 

２． 狭域防災情報サービスの必要性 

 

本研究では，局所的豪雨ハザードを対象としてい

る．本章では，気象庁による気象観測情報の高精度

化の経緯と移動する人に対する情報提供を実現す

るために利用するプローブ情報について防災・減災

分野における，これまでの活用の経緯を整理する．

そして，本研究において新しいメディアとして位置

づけるマイクロメディアを活用した防災情報サー

ビスの必要性について述べる． 

2.1 気象観測情報とプローブ情報 

 図 2 に示すように，気象庁による気象観測情報の

高精度化は進んでいるが警報，予報の発令は一次細

分，二次細分の自治体単位となっており個人の現在

位置に基づく情報となっていない． 

 

図 2 気象庁の観測精度と警報・予報の発令区域 
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図 3 防災・減災分野等におけるプローブ情報活用の推移 
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図 3 は，防災・減災分野等におけるプローブ情報

活用の推移をしめす． 2004 年～2007 年にかけての

試行段階，2007 年からの個社サービスとしての実用

化段階，2011 年からの Google を代表とするクラウ

ドによる通行実績情報の活用期と位置づけることが

できる．GPS 機能付移動体端末の普及にともなって，

研究的な取り組みから個人向けのサービスへ展開し，

そして東日本大震災を契機に，クラウドを基盤とし

た Web アプリケーションの活用へ展開していったこ

とがわかる． 

2.2 マイクロメディアと狭域防災情報サービス 

須藤ら(2010)は，既に提供されている公的機関が

情報発信源となりテレビ・新聞等のマスメディアに

よる広く一般に向けた気象に関する情報提供サービ

スとは異なり，公的機関だけではなく，民間組織が

情報発信源となりスマートフォンやカーナビゲーシ

ョン等の移動体端末に対し「個人が，今そこで必要

とする情報を，必要なタイミングで全国どこでもシ

ームレスに提供する新しいメディア」を「マイクロ

メディア」と位置づけ，プロトタイプの開発をおこ

なった 3)．  

本稿で述べる狭域防災情報サービスは，マイクロ

メディアを活用した防災情報（警報情報と所在地周

辺状況の俯瞰情報）を提供するサービスである．さ

らに，災害発生時に被災状況を可視化し状況認識の

統一を図るための地図作成活動行うと同時に，その

成果物である状況認識統一のための地図情報を国家

機関や自治体，公益機関，マスコミ等に対してイン

ターネット上での情報発信する役割を加えたサービ

ス全体と定義する． 

 

３．防災情報提供サービスの具備すべき要件 

 

3.1 防災情報システム構築，運用のための重要要素 

防災情報システムの先進国である米国の取組みを

調査することにより防災情報システムの具備すべき

要件を明らかにする．米国では，2001 年 9 月 1日の

同時多発テロ以来，各組織間での情報の共有化を進

めており,その活動は国家安全保障省 SAFECOM4)が

中心となり,そこで取り決めた図 4 の防災情報シス

テムの 5 つの要素を活用することにより，同省内の

連邦緊急事態管理庁（FEAMA：Federal Emergency 

Management Agency）を通し，国家情報共有コンソー

シアム （ NISC ： National Information Sharing 

Consortium）により各地域の公共安全を担う部門に

展開されており，情報システムの構築・運用に広く

活用され平常時の訓練等が実施されていた． 5 つの

要素は，「Governance（ガバナンス）」，「Standard 

Operating Procedures（運用フローの標準化）」，

「Technology（テクノロジ）」，「Training & Exercise

（トレーニング）」「Usage（活用）」である．この 5

つの要素により小規模から大規模な組織を包含した

防災情報システムが実際に構築・運用されている．

また，地震シナリオを用いた合同訓練 Capstone-14

（表 1）という大規模演習の実績があり，社会実装

を目指す本研究にとって，5 つの要素による評価は

有用であると考え，防災情報システムの評価要素と

して取り入れることとした． 

 

図 4 社会実装を目的とした防災情報システムの 

重要要素 

表 1  Capstone -14 Exercise 概要 

項目 概要 補足 

期間 16-20/Jun/2014  

参加組織 8 州の合同訓練 

450 カウンティ

参加 

8 州：イリノイ，ミズーリ

ー，アーカンサス，ミシシ

ッピ，アラバマ，テネシー，

ケンタッキー，インディア

ナ 

想定災害 地震シナリオ New Madrid Seismic Zone 

地震を想定 

5 つの重

要要素 

活用 全組織で準拠 
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3.2 プローブ情報を活用した国内事例と５つの要素に

よる評価 

3.2.1  5 つの要素からの先行事例の評価 

狭域防災情報サービスがマイクロメディアにより

発信する警報情報と俯瞰情報の有効性に関しては，

須藤ら（2010,2012）の取り組み等，プローブ情報を

活用した以下の先駆的な取り組みが実施されており，

先に述べた 5 つの要素から，これらの取り組みを表

2のように評価した． 

・iforum（カーナビ，カーメーカー等位置情報事業，

テレマティクス事業の発展を支援する組織）におけ

るマイクロメディアの研究に取り組み 

・東日本大震災における ITS Japan の取り組み 

・本田自動車工業（以降ホンダ）によるプローブカ

ー情報からの通行実績情報の提供 

・東北地方太平洋沖地震緊急地図作成チーム

（EMT：Emergency Mapping Team）5)による情報認

識統一のための地図作成の取組み 

表 2 5 つの要素による成果評価 一覧 

3.2.2  5 つの要素からの先行事例の特徴の整理 

表 2 において評価した国内事例にもとづき，狭域

防災情報サービスに取り入れるべきと考えた特徴

（すぐれた教訓）を緑色，それぞれの活動の課題を

赤色でしめす（表 3）．以下にその特徴を示す． 

・ガバナンス視点での特徴 

 警報情報共有のためのマイクロメディアプロトタ

イプ開発では，複数の組織が iforum の勉強会として

参加し，利用したデータは，各社からの提供情報（貸

与）だった．東日本大震災発生後の取り組みでは，

ITS Japan は，関係各社間の調整を行い活動したが，

データは，各社からの提供情報（貸与）によるもの

で，二次利用が不可能であった．ホンダは，東日本 

大震災以前から率先的に通行実績情報作成と共有を

行い，平常時からの体制をそのまま災害時に適用し

た．また，室長が全権限有する自社資産情報を利用

し，二次利用も可能であった．EMT は，研究機関が

主体となった災害時のみの活動であり，その場限り

の限られた期間のみ運用するアドホックな組織体制，

運用体制であったと言える．災害発生時は，被災地

支援のために様々な技能を有する者が集まり，短期

間で組織立ち上げ，活動を実施することが証明され

たが，いずれも短期間の限られた時間の中で運用す

る組織であり，大規模災害以外の様々な災害におい

ての活動は少ないことがわかった． 

・運用フローの標準化視点での特徴 

運用フローの標準化のためには達成目標と成果物

が決められていることが必要不可欠である．iforum，

ITS Japan，ホンダはそれぞれの活動において明確な

成果物を定めていたが，EMT は自ら成果物を定めず

に要求に応える形で地図を作成，提供したことにな

る．このため，500 種類にも及ぶ地図を作成するこ

とになった．東日本大震災後の時々刻々変化する状

況を可視化した取り組みは評価されるが，日本全国

で発生する災害に同様の組織体制で，同様のサービ

スを展開するのは困難であると考えている．多様な

成果物の作成により運用フローは複雑化し，作業負

荷も大きく業務継続を困難にした一因になったこと

が関係者の聞き取りからわかった．情報処理面では，

iforum では情報の「収集」，「集約」，「判断」，「配信」

という標準的な情報処理を確立した．また，EMT で

は，クラウド GIS を活用することにより，マッシュ

アップという情報処理手法を取り入れた．一方，ITS 

Japan の情報集約作業は，手作業によるものであり，

ホンダも同様であった．また，通行実績情報の二次

利用・解析を考慮したデータの作成と処理手順の標

準化が必要である． 

・テクノロジ視点での特徴 

要素 iforum ITS Japan ホンダ EMT 

 

ガバナン

ス 

iforum の勉強

会として参加 

利用したデー

タは，各社から

の提供 
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整 
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報（貸与）によ

るもので，二次

利用不可 

室長が全権限

有する 

自社資産情報

を利用し，二次

利用も可能 

研究機関が主

体となった災

害時のみの活

動 

運用フロ

ーの標準

化 

情報処理面の

標準的な機能

を確立 

手作業 手作業 

マッシュアッ

プによる情報

統合 

 

テクノロ

ジ 

独自開発，独自 

クライアント 

サーバー型 

独自開発 

Web，KMZ，クラ

イアントサー

バー型 

独自開発 

Web，KMZ，クラ

イアントサー

バー型 

Cloud GIS 

 

トレーニ

ング 

特になし 

特になし 

プローブ情報

統合化実験 

特になし 

これまでの災

害発生後に試

み有り 

GIS 技術者が

参加 

 

 

活用 

プロトタイプ

開発 

なし 

実証実験レベ

ル 

通常時活用の

発展系として

災害時へ対応 

災害発生後の

全国に広がる

各種の被害お

よび対応に関

する状況認識

の統一 
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ネットワークを介した情報システムの主流は独自

開発のクライアントサーバー方式であったが iforum

以外の活動は，2011 年の東日本大震災を機にクラウ

ド環境と Web アプリケーションを活用した． 

・トレーニング視点での特徴 

トレーニングでは，iforum，ITS Japan では無いが，

ホンダは平常時から他社への情報提供も含めた仕組

みを構築しており，その対応が結果的にトレーニン

グとなっていたと考えられる．一方，EMT は GIS の

専門技術者による活動であった． 

・活用視点での特徴 

EMT の目的であった災害発生後の全国に広がる

各種の被害および対応に関する状況認識の統一や通

行実績情報の共有等，取り組みを実施した組織の活

動目的等は明確であったが，情報を活用する利用者

視点での想定が明確でなかった．通行実績情報の活

用では，アドホックな組織運用の中，これまで取り

組んできたホンダの事例を踏襲する形に止まったと

言える．  

表 3 5 つの要素による成果評価から見えた特徴 

3.2.3 防災情報提供サービスの具備すべき要件 

狭域防災情報サービスは，産業界の活力を活用し，

必要に応じて組織的又はデータ共有の面で公的機関

と連携し，災害発生時だけではなく平常時から運用

される枠組みのサービスである．  

前述の，これまでの研究活動，東日本大震災にお

ける現場活動を通して得られた教訓や課題に基づき，

狭域防災情報サービスの具備すべき要件を 5 つの要

素から検討した（表 4）． 

・ガバナンス視点 

狭域防災情報サービスは，日本全国を対象とした

きめの細かい警報情報提供と災害発生後の被害情報，

対応状況等の俯瞰情報の提供することを目的として

おり，大規模災害だけではなく，日本全国で発生す

る局所的な災害も対象としている．そのため，災害

時だけではなく，平常時の運用体制が重要であり平

常時と災害時がシームレスに連携した恒常的な組織

体制であることが望まれる．また，サービスの提供

主体は，移動体端末と位置情報にかかわる産業界の

組織が中心となり，最新の技術開発や研究機関との

連携を実施する． 

・運用フローの標準化視点 

災害発生時は，限られた物的資源・人的資源，時

間的な制約の中で活動しなければならない．全国を

対象として，均一のサービスを提供するためには，

成果物（提供する防災情報の内容）と貢献できるフ

ェイズ（時間帯）を明確に定義し，限定すべきであ

ると考える．成果物を限定することにより，限られ

たサービスのみの提供となるが，いつ，どこで発生

するかわからない災害に同一のサービスを展開でき

る標準的なサービスの型を決めることとなる．また，

提供する情報を作成する収集，集約，判断，配信に

関する情報処理の標準化が必要不可欠となる．情報

提供主体が全ての情報を蓄積，管理するのではなく，

クラウドコンピューティング技術（以下，クラウド）

を基盤としたマッシュアップ手法は有効である．日

本全国シームレスに共有できる情報（主題図）の決

定と標準的な情報処理の構築が必要不可欠である． 

・テクノロジ視点 

東日本大震災発生後の支援活動において，クラウ

ドを基盤とした Web アプリケーションの活用が非常

に効果的であった，クラウドを基盤としたマッシュ

アップ手法を取り入れる． COTS（Commercial Off The 

Shelf）の概念を取り入れ，広く普及しているサービ

ス，ソフトウェアを目的に即して上手に利用し，費

用対効果を上げることが有効である． 

・トレーニング視点 

運用フローの標準化に従った，テクノロジで対応

される技術を効果的に活用するために，同様のアプ

リケーションによる平常時を含めた操作性の向上が

災害時に役に立つ． 

要素 iforum ITS  Japan ホンダ EMT 

ガバナン

ス 
アドホック  アドホック 

平常時の体

制 
アドホック 

運用フロ

ーの 
成果物決定 成果物決定 成果物決定 

多様な成果

物 

標準化 
標準的な情報

処理 
情報処理  情報処理 

情報処理手

法 

テクノロ

ジ 

クライアント

サーバー 
クラウド クラウド クラウド 

トレーニ

ング 
無 無 

平常時のや

り方 
専門技術者 

活用 災害時 災害時 
平常時 

災害時 
災害時 

  ■すぐれた教訓 ■課題 
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・活用の視点 

平常時，災害時含め活用フェイズとシーンを明確

にすることが望まれる．産業界を中心とした主体に

よるサービスを災害時に展開するためには，平常時

は，産業界の各組織が情報共有できるプラットフォ

ームとして利益向上のために利用することとなる．

新しいビジネスモデルを確立することが平常時と災

害時がシームレスに連携した恒常的な組織体制につ

ながる． 

表 4 狭域防災情報サービスに求められる要件 

 

4．狭域防災情報サービスの目指す枠組み 

 

本章では，前節の成果に基づき，5 つの視点から

狭域防災情報サービスの目指す像について具体的に

示す． 

（１）テクノロジ 

クラウドを基盤としたマッシュアップが可能な仕

組み実現が必要であることから，図 5に示す活動を

実現できるプラットフォームを構築する．気象庁等

からの雨量情報や防災関連機関の対応状況等情報源

としてのインターネット上に公開されている情報と

自ら作成した情報を取り込み，各情報をクラウド上

のアプリケーションからマッシュアップする．マッ

シュアップして生成される情報は，標準的な型（デ

ータセット）を作成しておく．マイクロメディアを

通して， 国家機関，公共・公益機関，狭域防災情報

サービスコンソーシアム加盟組織に情報発信される

とともに，マスメディア，移動体端末（個人）に情

報発信する．マイクロメディアを通して発信された

情報は，個人の情報，組織内の情報，組織間で共有

する情報とマッシュアップされ，それぞれの目的に

即して利活用される．

 

図 5 プラットフォームの機能概要 

（２）ガバナンス 

狭域防災情報サービスでは，日本全国を対象に 

きめの細かい防災情報（警報情報と被害発生後の被

害情報，対応状況等の俯瞰情報）の提供を行うこと

を目指すものである．図 6に狭域防災情報サービス

の枠組みを示す．先に述べたように，平常時と災害

時が連携した恒常的な組織体制であることが望まれ

る．そのためには，災害時だけではなく，平常時の

体制が重要であり，災害時にその体制まま移行する．

また，サービスの提供主体は移動体端末と位置情報

にかかわる産業界の組織が中心となることで，技術

面だけではなく，最新の取組みの活用も期待される． 

情報提供者は，産業界中心に各組織の情報を平常

時・災害時問わず提供し，その母体はコンソーシア

ム組織とする．コンソーシアムが，狭域防災情報サ

ービスの提供主体となり，同時に狭域防災情報サー

ビス情報共有基盤の運営を担う．つまり，コンソー

シアムが平常時と災害時を連続してガバナンスを担

うこととなる． 

コンソーシアムは，情報共有基盤上でオープンな

情報領域とメンバードな情報領域を維持管理し，発

災前（平常時）は，メンバードな情報領域において

コンソーシアム会員間による情報のマッシュアップ

による，新たな付加価値を促進する役割を担う．こ

れらの情報としては，気象情報，プローブ情報，航

空写真，人口・住所情報，道路情報などが想定され

る．また，災害発生後は，コンソーシアムが警報情

報などの防災情報の提供を行うこととなる．また，

災害発生時には，この枠組みが連続性を保ち被災地

 

 

狭域防災情報サービス 

平常時 災害時 

ガバナンス 平常時と災害時が連携した恒常的な組織体制 

運用フローの標準化 自由 

全国シームレスに共有で

きる 

主題図の決定,標準的な情

報処理 

テクノロジ クラウドコンピューティング技術を 

基盤としたマッシュアップ 

トレーニング 同様のアプリケーションによる操作性の向上 

活用 新価値創造  

利益，ビジネスモデル追求  

活用フェイズ，活用シーン

を明確化し，限定する 
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の災害対応支援を目的とした取り組みに移行し，災

害発生直後の情報提供として，警報情報と被災状況

や災害対応状況などの俯瞰情報を提供することとな

る．提供される情報としては，警報情報と被害推定

地図，リモートセンシングによる被害把握情報，被

災地からの生の声，現場からの被害対応状況報告や

通行実績情報などとする．提供された情報は，情報

サービス利用者（情報発信者）である行政機関，ラ

イフライン事業者，民間事業者，個人などにより自

らが保有する情報とマッシュアップする二次利用を

許可し利活用を促進させることが重要である．なお，

情報提供は発災時から 2週間程度とする． 

コンソーシアムでは，以上のような役割，活動を

円滑に進めるために，情報提供者に対して作成，保

有情報を公開する際の留意事項をまとめることが重

要であり，公開促進ガイドラインを作成する．また，

情報共有基盤上での公開された情報の二次利用を行

う際の留意事項や情報サービス利用者が二次利用し

て生成された情報を提供する際の留意事項を取り決

めることも重要であり，二次利用促進ガイドライン

としてまとめることとする．なお，コンソーシアム

会員は産業界の民間企業と研究機関としオブザーバ

ーとして国，地方自治体，公益事業体等も参加でき

る枠組みとする． 

上記で述べた情報システム面から見たガバナンス

視点と，後述する災害時の運用フローの標準化が被

災地等の現場で役立つ防災情報システム構築では重

要となる．平常時に，メンバードな情報領域におい

て，コンソーシアム会員間による，新たな付加価値

を有する情報の生成では，会員の創造的な活動を支

援することが求められる．つまり，狭域防災情報サ

ービスは，平常時と災害時がシームレスに連携した

恒常的な組織体制で運用されるが，平常時は会員の

様々な目的に即して運用フローを規定せず，災害時

には被災地の状況認識の統一を図るため標準化した

運用フローを実行する新たな枠組みとなる． 

その狭域防災情報サービス情報共有基盤における平

常時のメンバードな情報領域（非公開）を狭域防災

情報サービスのメンバードなマーケットプレイス

（以降 MMDIN マーケットプレイス）とする（図 7）．

平常時から災害時までシームレスに連携する仕組み

づくりのためには，この場が多くの会員に活用され

活性化されていることが重要である．MMDIN マーケ

ットプレイスの役割は，平常時にコンソーシアム会

員間で会員が提供・掲示（パブリッシュ）した情報

をマッシュアップによる利活用を促進することによ

り個社の情報や知見では実現できなかった新価値創

造を会員間で協力して行うことにより情報に新たな

価値を付け新サービスの創出を目指すことである．

この活動が活性化することにより情報の鮮度，量と

も拡充され平常時の活動を恒常的に継続することが

可能になり，共通のガバナンスが平常時と目的の異

なる災害時へのスムーズな体制移行へとつながる． 

二次利用

狭域防災情報サービス情報共有基盤

共有された複数の異なる情報を組み合わせて
(マッシュアップ)，
新たな付加価値を有する情報を生成する主体

発災前 発災後【失見当期】

オ

ー

プ

ン
な

情

報

領

域

メ

ン
バ

ー

ド

な

情

報

領

域

情報提供者

民間を中心にコア情報を
平常時/災害時に提供する

行政機関(国,自治体)

ライフライン事業者等

民間事業者等

研究機関(大学等)

個人
(ソーシャルメディア等)

•公開促進ガイド
想定ガイド利用者:MMDIN会員

•二次利用促進ガイドライン
想定ガイド利用:行政機関,ライフライン事業者等,民間企業社等,個人など

作成,保有情報を公開す
る際の留意事項

公開された情報の二次利用
を行う際の留意事項

二次利用して生成された情
報を提供する際の留意事項

提
供

・
・

情報サービス利用者
(情報発信者)

二次利用の結果作成され
た情報(地理空間情報)を
活用,利用する主体
マッシュアップされた情
報を活用,利用する主体

行政機関

ライフライン事業者

民間事業者等

個人

・
・

コンソーシアム
狭域防災情報

サービス(MMDIN)
会員

公
開

コンソーシアム
狭域防災情報

サービス(MMDIN)
会員が情報を提供

情報提供は発災から
2週間程度を想定

提
供

・気象情報
・プローブ情報

・航空画像
・人口住所情報
・道路情報

：

・被害推定地図 ＋警報
・リモセンによる被害把握

・被災地からのナマの声
・現場からの被害･対応状況報告
・通行実績情報

オープンデータ化 提供

 

図 6 狭域防災情報サービスの枠組み（ガバナンス） 

 

図 7 MMDIN マーケットプレイス機能概要図 

（３）運用フローの標準化とトレーニング 

前述のように，限られた物的資源・人的資源・時

間的な制約の中で活動しなければならない災害時は，

サービス内容とサービス実施期間を明確に定義する

運用フローの標準化が重要となる．狭域防災情報サ

ービスを提供する主体と利活用する技術に基づき，

災害時に狭域防災情報サービスが提供する災害発生
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後の時間的なフェイズ，防災情報の内容，作成プロ

セスを決定する，標準化することが必要不可欠であ

る．防災情報を提供する目的と時間的フェイズを，

災害対応の過程モデルから検討した．この際，東日

本大震災における EMT の事例が教えてくれた，いつ，

どこで発生するかわからない様々な規模の災害時に

均一の防災情報提供サービスを行うためには，多く

のことをやりすぎないことである． 

全国シームレスでリアルタイム性が高く，解像度

の高い情報を利用し，災害の現場の状況を把握でき

る情報のニーズが高いことは明らかである．災害発

生後，被災地では，被災者の救命救助活動等の命を

守る対応，応急復旧による社会フローの復旧のため

の対応，社会ストックの再建のための対応と長期に

渡る災害対応が実施される．狭域防災情報サービス

では，図 8に示す災害過程のモデル内の，災害発生

直後，被災現場がどのような被害の全体像になって

いるのかわからない失見当期の活動に焦点を当てる．

つまり，警報情報により自分の所在する場所のリス

クを知らせ，災害が発生した場合，失見当期の被災

現場の最新の状況を素早く把握し，関係者で共有で

きる状況認識の統一を目指すこととする．つまり，

失見当期における状況認識の統一を目的とした運用

フローと情報処理の標準化を目指すこととする． 

 

図 8 災害対応過程のモデル 

これまで，災害発生後の状況認識の統一を図るた

めの主体は国，都道府県，自治体であったが，前述

の取り組みを通して産業界が結束して，位置情報に

関連する産業界が有する情報，行政機関が有する情

報と公開されている情報を組み合わせて状況認識の

統一を支援する．行政機関だけではなく，国民に最

新の情報を直接提供する仕組みづくりが重要である

と考えている． 

被災現場では，何が起こり，どのような状況であ

るかを迅速に把握，推測し迅速な対応方針決定する

ことが求められる．狭域防災情報サービスが，災害

発生後の失見当期において，サービスを展開するた

めに提供する情報の組み合わせを以下の 4 種類の情

報とし，運用フローと情報処理の標準化を検討した． 

① 被害推定地図 ＋警報の伝達（以後のフェイズ

でも発令基準に達した場合発令） 

② リモセンによる被害把握  

③ 被災地からのナマの声  

④ 現場からの被害・対応状況報告  

 提供する情報の内容を決定する運用フローの標準

化では以下の 4 つの情報を組み合わせることで，失

見当期における状況認識の統一が可能であると考え

た．被災限場において，リモートセンシング（以後，

リモセン）による画像と被害の状況とその空間的な

広がりが迅速に把握できれば災害対応実務者，被災

地内の人，被災地外の支援を行う人が最新の情報を

共有し，個別の目的のための的確な意思決定が可能

となる．  

 1 つめの情報は，被害推定地図および警報情報と

する．被害推定地図は，ハザードの推定，リアルタ

イム被害想定等のシミュレーション結果とする．豪

雨ハザードの場合は，雨量情報を利用した警報情報

も含まれる．現場の状況が正しく把握できない失見

当期において，シミュレーション結果は意思決定支

援のために重要な情報となる． 

 2 つめの情報は, リモートセンシングによる現場

の状況を把握できる情報であり，航空写真，衛星写

真が挙げられる．国土地理院や測量関連会社等が災

害発生後，空からの画像を撮影する．これまでの災

害発生時においても，迅速にこれらのデータを保有

する民間企業との契約を結び，現在の画像と過去の

GIS データと重ねあわせた地図（As Was Maps）を作

成し時々刻々と変化する状況を把握した事例 6)が報

告されている． 

3 つめの情報は,被災地からのナマの声の情報と

した．SNS が普及し，位置情報付きの現場のナマの
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声を収集し，現場の状況を把握する情報の１つとす

る．被災したエリアの位置情報が付与された情報だ

けでも現場の状況を把握するために貴重な情報とな

る． 

 4 つめの情報は, 現場からの被害・対応状況報告

の情報とする．被災現場では，被災自治体を中心と

して現場の情報収集が進められる． 

②から④の情報は，ハザードに依存せず収集でき

る情報であると考えている．①の被害推定地図およ

び警報情報は，ハザード別にその標準的な情報処理

が異なるため以降詳細な情報と情報処理について述

べる．

 
図 9 洪水・土砂災害を想定した被害推定地図 

および警報情報に関する標準的な情報処理 

図 9 には，局所的豪雨及びその被害（洪水・土砂

災害）を想定した被害推定地図および警報情報に関

する標準的な情報処理の流れを示す．国の機関等か

らの気象情報等を利用し，現場の被害想定，今後の

状況の被害推定，そして警報情報発令を行い，他の

3 つの情報と組み合わせる．被害想定は，各自治体

が作成しているハザードマップを活用するものとす

る．ハザードマップは，各自治体が積極的に整備し

ているとともに，国の機関が自治体の作成したハザ

ードマップを，ポータルサイトを構築し公開してい

る．図 10 左には，ハザードマップの一例として京都

市の水害に対するハザードマップを示す．警報情報

では，気象庁が提供する気象情報等から警報発令シ

ステムにより 6 種類の気象情報・警報・注意報から

警報発令に達し次第警報と局所的豪雨の予測地図を

作成，配信する仕組みを標準的な情報処理とする．

局所的豪雨に関するハザード情報は図10右に示すX

バンド MP レーダ雨量情報等を利用し，図 11 に示す

警報伝達の情報処理の標準化としての局所的豪雨に

おける警報発令の手順をまとめアクティビティ図を

作成し，気象庁等からの雨量に関する情報を標準的

な位置情報付きの画像形式に変換し，短時間雨量解

析，積算雨量解析により警報を発令，発信する流れ

を標準的な警報発令のモデルとした． 

  

図 10 京都市水害想定ハザードマップと局所豪雨の予測  

 

図 11 警報（アラート）発令アクティビティ図 

図 12 の例で示すように，上記の被害推定，警報情報

の標準的な情報処理手順で作成された情報に，基本

地図として家型情報と災害発生後撮影される航空写

真より被害推定地図を作成する．また，SNS による

現地での信頼できる発信元による情報を地図上にマ

ッシュアップすることにより推定と現実の確認を行

うことが可能となる．被災自治体職員等はその土地

の情報に詳しく，これらの情報から現場で起こって

いることを想像し，何をすべきなのかを創造する意

思決定支援情報となる．移動する人にとっては，警

報情報による個人に対するリスク，周辺地域の被害

の予測等の情報により自分の行動に関する意思決定

支援情報となる．図 13 のように，俯瞰情報としての
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被害推定図の作成手順をまとめアクティビティ図を

作成し，航空写真・家型情報・人口情報を組みあわ

せることにより俯瞰情報としての被害推定図を作成

発信する流れを標準的な被害推定図作成のモデルと

した．現場からの被害・対応状況報告の情報作成は，

災害発生直後は被災地で起こっている被害や対応等

の状況を把握するための情報となるが，一度災害が

発生すると，長期に渡る災害対応を継続的に実施す

ることになる．事前に自治体が対象とするハザード

と地域の被害等を想定し，必要な情報の項目，最終

的な地図作成が必要となる．自治体や地域により状

況は異なることを考慮して自治体自らが検討，決定

するものとする． 

必要と思われる情報を検討し，地図作成を行い，

地図作成のための標準的な情報処理を確立し，情報

処理訓練等を通し評価・フィードバックするサイク

ル（PDCA）を実施することが重要であり，その地図

を作成するためのプロセスに関する研究も報告され

ている 7)．  

 

図 12 被害推定図 航空写真・家枠情報  

 

図 13 被害把握のアクティビティ図 

（４）活用シーン 

 構築する情報システムの活用フェイズとシーンを

明確化することが重要である．狭域防災情報サービ

スでは，平常時と災害時の連続性を考慮した情報シ

ステム活用を想定することになる．災害発生時の活

用は，警報と状況認識の統一のための俯瞰情報を発

信する．平常時は，コンソーシアムにより運用され

る MMDIN マーケットプレイスを活用し新価値創造や

事業の効率化を行う事業活動の場とする． 

 

５．おわりに 

 本研究では新しいメディアであるマイクロメデ

ィアによる防災情報提供の必要性にもとづき，マイ

クロメディアによる狭域防災情報サービス構築の枠

組みを検討・提言した． 

5 つの要素を評価軸として災害時における既存

の取り組みを評価分析することにより，抽出され

た成果と課題を整理することにより，狭域防災情

報サービスのあるべき姿をまとめた．まず，産業

界の組織を中心とした，平常時と災害時がシーム

レスに連携した恒常的な組織体制とし，災害発生

後に日本全国をシームレスに共有できる主題図

を決定し，その主題レイヤを作成するための標準

的な情報処理を確立した．また，クラウドコンピ

ューティング技術を基盤としたマッシュアップ

手法を採用し，普段から使い慣れたアプリケーシ

ョンとし，活用フェイズ，活用シーンを 明確化・

限定化することとした． 

特に災害発生後の失見当期における状況認識

の統一のための防災情報を提供するサービスを

目指し，「被害推定地図 ＋警報情報」，「リモセン

による被害把握のための情報」，「SNS からの被災

地からのナマの声 」と「現場からの被害・対応

状況報告」情報を提供することとし，警報情報と

リモセンによる被害把握については，その情報を

作成するための標準的な情報処理手順を示した． 

また，平常時におけるメンバードでクローズド

な枠組みでビジネスの創出活動を行う枠組みを

示した．今後は，マイクロメディアによる防災情

報提供サービス（狭域防災情報サービス）の枠組

みを構築し社会実装することにより，近年各地で



 

11 

増加している局所的豪雨に対する具体的対策に

貢献できると考えている． 
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